
 平成 30年 12月 17日 

総務省行政管理局 
公共サービス改革推進室 

民間競争入札実施事業 

（独）統計センター「LAN 等運用管理業務」の評価について（案） 

 「競争の導入による公共サービスの改革に関する法律」（平成１８年法律第５１

号）第７条第８項の規定に基づく標記事業の評価は、以下のとおりである。 

記 

Ⅰ 事業の概要等 

事  項 内  容 

事業概要 統計センターにおける統計作成業務等で利用する各

種システムに対し、その共通基盤となるシステム（サ

ーバ機器、ネットワーク機器等）がある。本業務は、

その運用管理を行うものである。 

実施期間 0B平成 27年１月から平成 31年 12月まで（５年） 

受託事業者 株式会社 NTTデータ SMS 

契約金額（税抜） 153,600千円 

入札の状況 ２者応札（説明会参加＝４者／予定価内＝１者） 

事業の目的 上記共通基盤となるシステムの安定稼働。 

選定の経緯 平成 24年度基本方針において選定（行政情報ネット

ワークシステムの運用業務について、国・独法に対し、

一斉導入が求められたもの） 

Ⅱ 評価 

１ 概要 

市場化テストを「終了」することが適当であると考えられる。 

２ 検討 

（１）評価方法について

（独）統計センターから提出された平成 27年１月から平成 30年８月までの

間の実施状況についての報告（別添）に基づき、サービスの質の確保、実施

経費等の観点から評価を行う。
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（２）対象公共サービスの実施内容に関する評価

測定指標 評価 

（業務内容） 

実施要項「2.(1)（独）統計センターLAN等運用管理業務の

概要」に示す運用業務を適切に実施すること。 

サービスの質は確保されている。

月次報告によると、運用・保守等業

務は適切に実施されていた。 

（セキュリティ上の重大障害件数）

個人情報、施設等に関する情報その他の契約履行に際し知

り得た情報について、漏えいの件数が０件であること。 

サービスの質は確保されている。

セキュリティ上の重大障害の発生回

数は０件であった。 

（システム基盤の稼働率（個別システムの稼働率は対象外）） 

稼働率は年 99.9%以上とする。 

※稼働率（％）＝｛1－(停止時間)÷(稼働予定時間)｝×100

（※停止時間及び稼働予定時間については計画停止を除く。） 

サービスの質は確保されている。

稼働率は 100%であった（本運用監理

業務の事業者の責務によらないサービ

ス停止を除く）。

（障害対応） 

システム基盤を構成する機器（クライアント PC及び周辺機

器を除く。）において、障害が発生した場合に、障害が発生

した時点から 10 分以内に対応を開始した件数の割合が年 99%

以上であること。 

※対応率（％）＝（10分以内に対応を開始した件数）÷

（障害件数）×100 

サービスの質は確保されている。

障害が発生した時点から10分以内に

対応を開始した件数の割合は 100%であ

った。 

（障害復旧） 

業務時間内にシステム基盤を構成する機器（クライアント

PC及び周辺機器を除く）において、サービスの停止を伴う障

害（運用業者の責務によらない障害、ハードウェア障害を除

く）が発生した場合、障害が発生した時点からサービス再開

までの時間が１時間を超える件数が年２件以内であること。 

サービスの質は確保されている。

業務時間内にシステム基盤を構成す

る機器においてサービスの停止を伴う

障害（運用業者の責務によらないもの

及びハードウェア障害を除く。）は発

生しなかった。 

（照会対応） 

業務時間内におけるシステム基盤の利用者からの不具合や

利用方法等に関する照会に対して、照会時点から１開庁日以

内に対応が完了した件数の割合が、年 99%以上であること。 

※対応率（％）＝（対応件数）÷（照会件数）×100

サービスの質は確保されている。

照会時点から１開庁日以内に対応が

完了した件数の割合は 100%であった。 

（申請対応） 

申請書に記載された実施希望日に作業を実施し、完了した

件数割合が、年 99%以上であること。 

※対応率（％）＝（希望日実施件数）÷（申請件数）×100

サービスの質は確保されている。

申請書に記載された実施希望日に作

業を実施し、完了した件数の割合は

100%であった。 

（ヘルプデスク利用者アンケート調査結果）

年１回、ヘルプデスクの問合せ窓口である室内 LAN管理担

当者（約 90人）に対して、次の項目の満足度調査を実施（回

収率 95％以上）し、基準スコア（65点以上）を維持すること。 

サービスの質は確保されている。

ヘルプデスク利用者アンケート調査

を実施した結果、各利用者の４つの回

答の平均スコアは、平成 27年が 97.4
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・問い合わせから回答までに要した時間

・回答又は手順に対する説明の分かりやすさ

・回答又は手順に対する結果の正確性

・担当者の対応（言葉遣い、親切さ、丁寧さ等）

点、平成 28年が 96.3 点、平成 29年が

97.4点であった。 

【民間事業者からの改善提案】 

(1) 障害対応の迅速化

①機器故障検知から主管課へのエスカレーションの時間を 10分以内、②組織内に設置したネット

ワーク機器の予備機の事前準備と故障時の交換訓練を実施、との提案を受けて、本業務の範囲内で対

応した結果、機器の故障等に迅速に対応可能となった。 

(2) 問い合わせ対応の適正化

①ヘルプデスクへの問合せ内容のうち、よくある質問を取りまとめてヘルプデスクで共有、

②問合せメール受付から利用者への一時アクションの時間を 10分以内、との提案を受けて、本業

務の範囲内で対応した結果、問合せに対する業務の効率化、回答内容の正確性が向上し、利用者の満

足度を維持・向上できた。 

３ 実施経費（税抜） 

 実施経費は、単純に名目上でみた場合、従前経費（市場化テスト実施前）と比

較して、47.7％（単年換算で、9,915 千円）増加しているが、これについては、

以下のとおり、統計センターから報告されている。 

前回の業務と今回の業務で比較した場合、運用管理の対象となる情報システム

がシステム更改により大幅に変更されており、運用業務の業務内容も見直しを行

ったため、単純な比較は困難であるが、情報セキュリティ対策の観点で比較する

と以下の差異が見られる。 

①前回の業務の対象となるシステムを更改し、サイバー攻撃が高度化・巧妙化す

る状況を踏まえ、不正アクセスを検知・防御するセキュリティ製品である標的

型攻撃対策装置、情報漏洩対策ソフトウェア、PC 操作ログ取得ソフトウェア

等を導入したこと、端末の盗難・紛失が発生しても機密データが漏洩しないよ

う PC を全面的に仮想化したこと、サーバの管理を適切に実施できるようデー

タセンターを活用するようにしたことなどにより、以前のシステムと比較し運

用管理の対象となるシステムの規模が拡大かつ高度化した。 

②運用管理業務の内容として、各種機器・ソフトウェアに関するセキュリティ関

連情報を収集し修正プログラムの適用等を行う脆弱性対策や、不正通信を検知

した際に調査・分析を行う不正侵入管理といったセキュリティ管理業務を明確

化した。

これらにより、運用管理業務の業務内容や業務量が増え、新たに月約 210時間

分の運用業務が発生し、年間の経費に換算すると、210時間×12か月×4,000円

＝10,080千円の経費となる。実際に要した経費（9,915 千円）はこれを下回った

（業務量増加分を除外して考慮した場合、下回った）。 
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４ 評価のまとめ 

入札においては、２者応札であった。 

業務の実施にあたり確保されるべき達成目標として設定された質については、

目標を達成していた。 

従前経費（市場化テスト実施前）と実施経費（市場化テスト１期目）を比較す

ると、47.7％（単年換算で 9,915千円）増加であったが、前回の業務と今回の業

務で比較した場合、運用管理の対象となる情報システムがシステム更改により大

幅に変更されており、運用業務の業務内容も見直しを行ったため、単純な比較は

困難であるが、運用管理業務の業務内容や業務量が増え、新たに月約 210時間分

の運用業務が発生し、年間の経費に換算すると 10,080千円の経費となるところ、

実際に要した経費（9,915千円）はこれを下回った（業務量増加分を除外して考

慮した場合、下回った）。 

５ 今後の方針 

本事業（市場化テスト１期目）の事業全体を通じての実施状況は以下のとおり

であった。 

① 事業実施期間中に、民間事業者が業務改善指示等を受けたり、業務に係る法

令違反行為等はなかった。

② 統計センターにおいて、実施状況についての外部の有識者等によるチェック

を受ける仕組み（契約監視委員会）を備えている。

③ 入札に当たって、競争性は確保されていた（２者からの応札あり）。

④ 対象公共サービスの確保されるべき質に係る達成目標について、目標を達成

していた。

⑤ 経費において、前回の業務と今回の業務で比較した場合、運用管理の対象と

なる情報システムがシステム更改により大幅に変更されており、運用業務の

業務内容も見直しを行ったため、単純な比較は困難であるが、運用管理業務

の業務内容や業務量が増え、年間の経費に換算すると 10,080千円の経費とな

るところ、実際に要した経費（9,915 千円）はこれを下回った（業務量増加分

を除外して考慮した場合、下回った）。

以上のことから、本事業について総合的に判断した場合、「市場化テスト終

了プロセス及び新プロセス運用に関する指針」（平成 26 年３月 19 日官民競争

入札等監理委員会決定）Ⅱ．１．（１）の基準を満たしているものと考えられ、

今期をもって市場化テストを「終了」することが適当であると考えられる。 

市場化テスト終了後の事業実施については「競争の導入による公共サービス

の改革に関する法律」の対象から外れることとなるものの、これまでの官民競

争入札等監理委員会における審議を通じて厳しくチェックされてきた公共サ
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ービスの質、実施期間、入札参加資格、入札手続き及び情報開示に関する事

項等を踏まえた上で、統計センターが自ら公共サービスの質の維持・向上及び

コストの削減を図っていくことを求めたい。

以上 
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平成 30年 12月 17日 

独立行政法人 統計センター

民間競争入札実施事業 

（独）統計センターLAN等運用管理業務の実施状況について（案） 

１ 事業の概要 

独立行政法人統計センター（以下「統計センター」という。）の LAN等運用管理業務

については、「競争の導入による公共サービスの改革に関する法律」（平成 18年法律第

51号）に基づき、以下の内容により平成 27年１月から競争入札により実施している。 

(1) 業務内容

本事業における業務内容は、請負者が統計センターに常駐し、LAN等（以下「シス

テム基盤」という。）の運用管理業務及びヘルプデスク業務を行うものである。シス

テム基盤には仮想 PC、仮想サーバ、インターネット公開システムなどが含まれてい

る。 

本業務の履行に当たっては、システム基盤を導入した業者と連携するとともに、運

用管理対象のハードウェア及びソフトウェアについて、障害やセキュリティ等に関す

る情報収集を行う。 

(2) 契約期間

平成 27 年１月１日から平成 31年 12月 31日までの５年間

(3) 受託事業者

株式会社 NTT データ SMS

(4) 実施状況評価期間

平成 27 年１月１日から平成 30年８月 31日までの３年８か月間

(5) 受託事業者決定の経緯

「（独）統計センターLAN等運用管理業務 民間競争入札実施要項」（以下「実施要

項」という。）に基づき、入札参加者（２者）から提出された提案書について審査し

た結果、いずれも評価基準を満たしていたため、技術点を評価した。入札価格につい

ては、平成 26年９月 26日に開札したところ、うち１者から予定価格の範囲内の価格

が提示されたため、価格点を評価した。総合評価を行った結果、上記の者を落札者と

した。 

２ 確保されるべきサービスの質の達成状況及び評価 

実施要項において定めた民間事業者が確保すべきサービスの質の達成状況に対する統

計センターの評価は、以下のとおり。 
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評価事項 測定指標 評価 

業務内容 実施要項「2.(1)（独）統計セ

ンターLAN等運用管理業務の概

要」に示す運用業務を適切に

実施すること。 

月次報告による業務内容を確

認したところ、運用・保守等

業務は適切に実施されてお

り、サービスの質は確保され

ている。 

セキュリティ上の重

大障害件数 

個人情報、施設等に関する情

報その他の契約履行に際し知

り得た情報について、漏えい

の件数が０件であること。 

セキュリティ上の重大障害の

発生回数は０件であるため、

サービスの質は確保されてい

る。 

システム基盤の稼働

率（個別システムの

稼働率は対象外） 

稼働率は年 99.9%以上とし、稼

働率は以下の計算式により算

出する。 

稼働率（％）＝｛1－（停止時

間）÷（稼働予定時間）｝×

100 

（※停止時間及び稼働予定時

間については計画停止を除

く。） 

運用業者の責務によらないサ

ービス停止を除き、稼働率は

100%であり、サービスの質は

確保されている。 

障害対応 システム基盤を構成する機器

（クライアント PC及び周辺機

器を除く。）において障害が発

生した場合に、障害が発生し

た時点から 10分以内に対応を

開始した件数の割合が年 99%以

上であること。 

なお、業務時間外に障害が発

生した場合は、翌業務開始時

間から対応開始までの時間と

する。対応率は以下の計算式

により算出する。 

対応率（％）＝（10 分以内に

対応を開始した件数）÷（障

害件数）×100 

システム基盤を構成する機器

において障害が発生した場合

に、障害が発生した時点から

10分以内に対応を開始した件

数の割合は 100%であり、サー

ビスの質は確保されている。 

障害復旧 業務時間内にシステム基盤を

構成する機器（クライアント

業務時間内にシステム基盤を

構成する機器においてサービ
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PC及び周辺機器を除く。）にお

いてサービスの停止を伴う障

害（運用業者の責務によらな

いもの及びハードウェア障害

を除く。）が発生した場合に、

障害が発生した時点からサー

ビス再開までの時間が１時間

を超える件数が年２件以内で

あること。 

スの停止を伴う障害（運用業

者の責務によらないもの及び

ハードウェア障害を除く。）は

発生しなかった。 

照会対応 業務時間内におけるシステム

基盤の利用者からの不具合に

関する照会や利用方法等に関

する照会に対して、照会時点

から１開庁日以内に対応が完

了した件数の割合が年 99%以上

であること。ただし、時間内

に解決することが困難な場合

は、照会者へ完了予定時間を

伝え了承を得ることとし、主

管課へその旨を報告し承認を

得ることで対応件数に含める

ことができる。対応率は以下

の計算式により算出する。 

対応率（％）＝（対応件数）

÷（照会件数）×100 

業務時間内におけるシステム

基盤の利用者からの不具合に

関する照会や利用方法等に関

する照会に対して、照会時点

から１開庁日以内に対応が完

了した件数の割合は 100%であ

り、サービスの質は確保され

ている。 

申請対応 申請書に記載された実施希望

日に作業を実施し、完了した

件数の割合が年 99%以上である

こと。ただし、実施希望日に

対応が困難な場合は、申請者

へ実施可能日時を伝え了承を

得ることとし、主管課へその

旨を報告し承認を得ることで

対応件数に含めることができ

る。対応率は以下の計算式に

より算出する。 

申請書に記載された実施希望

日に作業を実施し、完了した

件数の割合は 100%であり、サ

ービスの質は確保されてい

る。 
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対応率（％）＝（希望日実施

件数）÷（申請件数）×100 

ヘルプデスク利用者

アンケート調査結果

業務開始後、年に１回の割合

でヘルプデスクの問い合わせ

窓口である室内 LAN管理担当

者（約 90人）に対して、次の

項目の満足度について調査を

実施（回収率は 95％以上）

し、その結果の基準スコア

（65点以上）を維持するこ

と。なお、アンケート調査に

ついては主管課で実施する。 

・問い合わせから回答までに

要した時間 

・回答又は手順に対する説明

の分かりやすさ 

・回答又は手順に対する結果

の正確性 

・担当者の対応（言葉遣い、

親切さ、丁寧さ等） 

各質問とも、「満足」（配点 100

点）、「ほぼ満足」（同 80点）、

「普通」（同 60点）、「やや不

満」（同 40点）、「不満」（同 0

点）で採点し、各利用者の４

つの回答の平均スコア（100点

満点）を算出する。 

ヘルプデスク利用者アンケー

ト調査を実施した結果、各利

用者の４つの回答の平均スコ

アは、平成 27年が 97.4点、

平成 28年が 96.3 点、平成 29

年が 97.4点であり、サービス

の質は確保されている（詳細

は別紙）。 

３ 実施経費の状況及び評価（※金額は全て税抜） 

(1) 実施経費

平成 27年１月から平成 31 年 12月までの実施経費：153,600千円

１か年（12 か月）相当：30,720千円・・・①

(2) 経費節減効果

平成 26年１月から平成 26 年 12月までの実施経費：20,805千円・・・②

削減額（１か年（12か月相当））：②－①＝△9,915千円削減率：△47.7％
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(3) 評価 

前回の業務である平成 26年１月から 12月までと、１か年（12か月）相当に換算し

た経費で比較した場合、9,915千円（47.7％）の経費が増加している。 

前回の業務と今回の業務で比較した場合、運用管理の対象となる情報システムがシ

ステム更改により大幅に変更されており、運用業務の業務内容も見直しを行ったた

め、単純な比較は困難であるが、情報セキュリティ対策の観点で比較すると以下の差

異が見られる。 

① 前回の業務の対象となるシステムを更改し、サイバー攻撃が高度化・巧妙化す

る状況を踏まえ、不正アクセスを検知・防御するセキュリティ製品である標的

型攻撃対策装置、情報漏洩対策ソフトウェア、PC操作ログ取得ソフトウェア等

を導入したこと、端末の盗難・紛失が発生しても機密データが漏洩しないよう

PCを全面的に仮想化したこと、サーバの管理を適切に実施できるようデータセ

ンターを活用するようにしたことなどにより、以前のシステムと比較し運用管

理の対象となるシステムの規模が拡大かつ高度化した。 

② 運用管理業務の内容として、各種機器・ソフトウェアに関するセキュリティ関

連情報を収集し修正プログラムの適用等を行う脆弱性対策や、不正通信を検知

した際に調査・分析を行う不正侵入管理といったセキュリティ管理業務を明確

化した。 

これらにより、運用管理業務の業務内容や業務量が増え新たに月約 210時間分の運

用業務が発生し、年間の経費に換算すると、210時間×12か月×4,000 円（実施経費

の総額と運用員数から計算した単価）＝10,080千円の経費となる。実際に要した経費

（9,915 千円）は、これを下回る経費であり、業務量増加分を除外して考慮した場

合、経費削減効果がみられた。 

なお、この対応により、機密データはデータセンター内のサーバで処理され、デー

タセンター外で取り扱われることはなく、また脆弱性対策の迅速化、不正侵入対策な

どのセキュリティが強固なものとなり、運用期間中に一度もセキュリティ事故は発生

しなかった。 

その他に、仕様書に以下の事項を付加したことも経費の増加の要因となっており、

業務内容や業務量に見合った経費増となっていると考えている。 

① 前回の業務の調達は一般競争入札の「最低価格落札方式」としていたところ

を、一般競争入札の「総合評価落札方式」に変更し、サービスの質の確保を図

った。 

② 今回の業務の調達ではサービスレベルを詳細化し、運用管理業務に求めるサー

ビスレベルを明確化した。 

③ 業務を円滑に実施できるよう、引継ぎ期間を３か月確保した。 
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４ 民間事業者からの改善提案による改善実施事項等 

(1) 障害対応の迅速化 

民間事業者から、①機器故障検知から主管課へのエスカレーションの時間を 10分

以内にする、②組織内に設置したネットワーク機器の予備機の事前準備、故障時の交

換訓練を実施する、との提案があった。 

この提案を受けて、本業務の範囲内で対応した結果、機器の故障等に迅速に対応す

ることが可能となった。 

(2) 問い合わせ対応の適正化 

民間事業者から、①ヘルプデスクへの問い合わせ内容のうち、よくある質問につい

て取りまとめた FAQを作成し、ヘルプデスクのデータベースとして共有する、②問い

合わせメール受付から利用者への一時アクションの時間を 10分以内にする、との提

案があった。 

この提案を受けて、本業務の範囲内で対応した結果、問い合わせに対する業務の効

率化、回答内容の正確性が向上するとともに、利用者の満足度を維持・向上させるこ

とができた。 

 

５ 全体的な評価 

平成 27 年１月から実施している本事業について、ヘルプデスク満足度調査として平

成 27年１月から平成 29年 12月までの期間で、ヘルプデスク利用者を対象にアンケー

トを実施したところ、全ての項目において基準スコアとしている 65点を上回る結果と

なった。平成 29 年のアンケート調査においては、質問１（問い合わせから回答までに

要した時間）、質問３（回答又は手順に対する結果の正確性）、質問４（対応者の対応

（言葉使い、親切さ、丁寧さ等の対応））の満足度でも全ての利用者が「満足」又は

「ほぼ満足」と回答しており、利用者から高い評価を得ているものと考えられる。 

また、報告書等により運用状況を確認したところ、本業務に起因する、個人情報等の

機微な情報の流出やシステムが正常に稼動できない事態・状況及びシステムが保有する

データの喪失等の重大な障害や問題は発生しておらず、ヘルプデスク照会対応期間や依

頼申請対応期間も基準値を満たしていることから、設定したサービスの質は確保できた

ものと評価できる。 

このように、実施要項において設定したサービスの質は確保されており、本システム

の利用者への安定的なサービスの供給に資するという目的を達成しているものと評価で

きる。 

 

６ 今後の事業 

(1) 事業の実施状況 

本事業への市場化テスト導入は今回が初めてであるが、事業全体を通した実施状況
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は以下のとおりである。 

① 実施期間中に民間事業者が業務改善指示等を受けた事実、業務に係る法令違反

行為等を行った事案はなかった。 

② 当センターには、外部有識者で構成された「契約監視委員会」という、入札及

び契約の点検・見直し等を行う委員会が既設されており、本委員会の枠組みの

中で実施状況のチェックを受ける体制が整っている。 

③ 本事業入札においては、２者からの応札があり、競争性は確保されていた。 

④ 対象公共サービスの確保されるべき質に係る達成目標について、目標を達成し

ている。 

⑤ 経費について、結果的には従来から 47.7％増加したものの、業務内容や業務量

に見合った経費増となっている。 

(2) 次期事業の実施 

以上のとおり、本事業については、総合的に判断すると良好な実施結果を得られて

いることから、次期事業においては、「市場化テスト終了プロセス及び新プロセス運

用に関する指針」（平成 26 年３月 19日官民競争入札等監理委員会決定）に基づき、

終了プロセスへ移行した上で、自ら公共サービスの質の維持・向上及び経費削減を図

っていくこととしたい。 
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ヘルプデスク利用者アンケート調査結果 

 

  平成 27年 平成 28年 平成 29年 

回収率 100.0％ 100.0％ 100.0％ 

調
査
項
目 

1.問い合わせから回答までに要した時間 97.5点 96.5点 97.5点 

2.回答又は手順に対する説明の分かりや

すさ 
96.4点 95.6点 96.4点 

3.回答又は手順に対する結果の正確性 97.8点 95.8点 97.8点 

4.担当者の対応（言葉遣い、親切さ、丁

寧さ等） 
97.8点 97.1点 97.8点 

全体の平均 97.4点 96.3点 97.4点 

 

 

（スコアの算出方法） 

年に１回の割合でヘルプデスクの問い合わせ窓口である室内 LAN管理担当者（約 90

人）に対して、次の項目の満足度について調査を実施（回収率は 95％以上）し、その結

果の基準スコア（65 点以上）を維持すること。 

・問い合わせから回答までに要した時間 

・回答又は手順に対する説明の分かりやすさ 

・回答又は手順に対する結果の正確性 

・担当者の対応（言葉遣い、親切さ、丁寧さ等） 

 

各質問とも、「満足」（配点 100点）、「ほぼ満足」（同 80点）、「普通」（同 60点）、「やや

不満」（同 40点）、「不満」（同 0点）で採点し、各利用者の４つの回答の平均スコア（100

点満点）を算出する。 

 

  

13




